
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

新規融資額

施策展開

　　３－(1) 経済構造の転換

　　　ア　県内産業の競争力強化

成果目標の達成状況

項目 H26末

458
億円

合計 63,534,723 35,556,602

補正予算 900
億円

349
億円

未達成

・一般の金融ベースに乗り難い中小企業者への資金供給の円滑化を図る。
・融資目標額：900億円（資金メニューごとの積上げで積算）

Ｈ28 H29
目標

H27末
目標 成果 達成状況

800
億円

159,854 610,651

56,870,827

 中小企業者の信用度を補完し、事業に必要な資金を円滑に調達できるようにする。

 県が金融機関、信用保証協会等と協調し、低利の融資あっせんを行う。具体的には以下の事業内容。
①県が金融機関に貸付原資の一部を預託することで、貸出金利を低減化するとともに、信用保証協会による保証を付すことで金融機関の
貸出リスクを引き下げ、中小企業の資金調達を容易化。
②政策的な資金については、県が信用保証料の一部を補助し、企業負担を軽減。

信用保証料補助金 補助金

63,534,723 56,870,827

合計（A) 40,808,752

357
億円

29年度

当初予算 68,505,371

事業番号 07 03 10 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 中小企業融資制度資金 担
当
課

部局 産業労働部

課・局・室 産業立地・経営支援課

1-5地域の暮らしを支える産業の振興　3創業支援・経営体質の強化 実施期間 S２８ ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

中小企業融資規程（平成26年３月２４日25経第213号）
中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号） 他

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail keieishien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
1-1信州をけん引するものづくり産業の振興　5創業支援・経営体質の強化

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・
確かな暮ら
し実現総
合戦略

信州創生の基本方針 　　３－３　 活力と循環の信州経済の創出

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28 H29

（当初） （決算） （当初）

融資実績（金額） 預託 金融機関に貸付原資の一部を預託する。 62,755,564 35,396,748 56,260,176

政策的な資金については、信用保証料の一部を補助 779,159

-27,696,619 -27,965,263

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

Aの
財源

35,569,460 56,870,827

40,673,547 35,396,748 56,260,176

135,205 172,712 610,651

概　算
人件費

10 10 10.00

82,760

40,790,041 35,556,602

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

中小企業者の資金需要に対応するため、経済状況、社会情勢、国の制度の動向等を考慮し、時代に合ったより一層効果的な制度となる
よう、随時見直していく。

目標に対
する成果
の状況

中小企業金融の補完措置である県制度融資の実績は減少傾向にある。これは、日本銀行の大規模な金融緩和が継続する中で、中小企
業者の資金需要に民間金融機関が幅広く対応し、充足率が高まっていることなどによるものである。

 概算事業費（B（A）+C） 40,872,801 35,635,742 56,949,967

79,140 79,140

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越


